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〔
省

令
〕

〇
電
波
法
施
行
規
則
及
び
無
線
局
免
許
手
続

規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
総
務
六
六
）

〇
医
薬
品
、
医
療
機
器
等
の
品
質
、
有
効
性

及
び
安
全
性
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
施

行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
厚
生
労
働
九
六
）

〇
薬
局
等
構
造
設
備
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令
（
同
九
七
）

〇
薬
局
並
び
に
店
舗
販
売
業
及
び
配
置
販
売

業
の
業
務
を
行
う
体
制
を
定
め
る
省
令
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
同
九
八
）

〔
告

示
〕

〇
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
放
送
を
行
う
地
上
基
幹
放

送
局
、
設
備
規
則
第
三
条
第
一
号
に
規
定

す
る
携
帯
無
線
通
信
の
無
線
局
並
び
に
同

条
第
十
号
に
規
定
す
る
広
帯
域
移
動
無
線

ア
ク
セ
ス
シ
ス
テ
ム
の
無
線
局
の
う
ち

二
、
五
四
五
MHz
を
超
え
二
、
五
七
五
MHz
以

下
及
び
二
、
五
九
五
MHz
を
超
え
二
、
六
四

五
MHz
以
下
の
周
波
数
の
電
波
を
使
用
す
る

も
の
に
つ
い
て
同
時
に
有
効
期
限
が
満
了

す
る
よ
う
総
務
大
臣
が
別
に
告
示
で
定
め

る
日
を
定
め
る
件
（
総
務
三
一
〇
）

〇
行
政
機
関
の
保
有
す
る
情
報
の
公
開
に
関

す
る
法
律
第
十
七
条
及
び
行
政
機
関
の
保

有
す
る
情
報
の
公
開
に
関
す
る
法
律
施
行

令
第
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

総
務
省
の
保
有
す
る
行
政
文
書
の
開
示
に

係
る
権
限
又
は
事
務
の
一
部
に
つ
い
て
委

任
し
た
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
三
一
一
）

〇
行
政
機
関
の
保
有
す
る
情
報
の
公
開
に
関

す
る
法
律
施
行
令
第
十
三
条
第
三
項
第
二

号
の
規
定
に
基
づ
き
、
行
政
機
関
の
保
有

す
る
情
報
の
公
開
に
関
す
る
法
律
第
十
六

条
第
一
項
に
規
定
す
る
手
数
料
の
納
付
を

事
務
所
に
お
い
て
現
金
で
す
る
こ
と
が
で

き
る
事
務
所
を
指
定
し
た
件
の
一
部
を
改

正
す
る
件
（
同
三
一
二
）

〇
行
政
機
関
の
保
有
す
る
個
人
情
報
の
保
護

に
関
す
る
法
律
第
四
十
六
条
及
び
行
政
機

関
の
保
有
す
る
個
人
情
報
の
保
護
に
関
す

る
法
律
施
行
令
第
二
十
一
条
第
一
項
の
規

定
に
基
づ
き
、
権
限
又
は
事
務
の
一
部
に

つ
い
て
委
任
し
た
件
の
一
部
を
改
正
す
る

件
（
同
三
一
三
）

〇
行
政
機
関
の
保
有
す
る
個
人
情
報
の
保
護

に
関
す
る
法
律
施
行
令
第
十
八
条
第
三
項

第
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
行
政
機
関
の

保
有
す
る
個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法

律
第
二
十
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
手
数

料
の
納
付
を
事
務
所
に
お
い
て
現
金
で
す

る
こ
と
が
で
き
る
事
務
所
を
指
定
し
た
件

の
一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
三
一
四
）

〇
公
文
書
等
の
管
理
に
関
す
る
法
律
施
行
令

第
十
三
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
公
文
書
等

の
管
理
に
関
す
る
法
律
第
七
条
第
二
項
の

事
務
所
の
場
所
を
定
め
た
件
の
一
部
を
改

正
す
る
件
（
同
三
一
五
）

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

日
本
貸
金
業
協
会
の
業
務
規
程
の
変
更
の
認

可
に
関
す
る
公
示
（
金
融
庁
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
別
表
第
一

の
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
に
規

定
す
る
団
体
の
要
件
を
定
め
る
省
令
第
一

条
第
一
号
ト
の
規
定
に
基
づ
き
監
理
団
体

を
定
め
、
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法

第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る

省
令
の
表
の
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
技

能
実
習
の
項
の
下
欄
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る

活
動
の
項
の
下
欄
第
二
十
九
号
の
規
定
に

基
づ
き
技
能
実
習
を
定
め
る
件
の
一
部
を

改
正
す
る
件
（
法
務
四
五
三
）

〇
建
築
物
の
地
震
に
対
す
る
安
全
性
を
確
か

め
る
た
め
に
必
要
な
構
造
計
算
の
基
準
を

定
め
る
件
等
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
国
土
交
通
八
六
七
）

〇
建
築
基
準
法
施
行
令
第
二
十
三
条
第
一
項

の
規
定
に
適
合
す
る
階
段
と
同
等
以
上
に

昇
降
を
安
全
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
階
段

の
構
造
方
法
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正

す
る
件
（
同
八
六
八
）

〇
水
産
動
植
物
の
被
害
防
止
に
係
る
農
薬
登

録
保
留
基
準
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
環
境
七
〇
）

〇
水
質
汚
濁
に
係
る
農
薬
登
録
保
留
基
準
の

一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
七
一
）

特
殊
法
人
等

国
立
研
究
開
発
法
人
産
業
技
術
総
合
研
究

所
特
定
計
量
器
型
式
承
認
、
厚
生
年
金
基

金
清
算
結
了
・
清
算
人
退
任
関
係

地
方
公
共
団
体

行
旅
死
亡
人
、
公
示
送
達
関
係

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告


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